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～将来見通しについて～

東京電力株式会社の事業運営に関する以下のプレゼンテーションの中には、
「今後の見通し」として定義する報告が含まれております。それらの報告はこ

 れまでの実績ではなく、本質的にリスクや不確実性を伴う将来に関する予想で

 あり、実際の結果が「今後の見通し」にある予想結果と異なる場合が生じる可

 能性があります。
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Ⅰ．2012年3月期第1四半期決算の概要
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2012年3月期第1四半期決算のポイント 1

概 況概 況

業 績 予 想業 績 予 想

○

 

燃料費調整制度の影響などにより電気料収入単価が上昇したものの、販売電力量が減少した

 ことなどから、売上高は連結・単独ともに減収。

○

 

人件費や修繕費が減少したものの、燃料価格の上昇などにより、燃料費が増加したことなど

 から経常費用が増加したため、経常損益は連結・単独ともに減益（損失）。

○

 

また、東北地方太平洋沖地震により被災した資産の復旧等に要する費用または損失を災害特

 別損失に追加計上したことに加え、原子力損害について算定可能な賠償の見積額を原子力損害

 賠償費に計上したことなどから、四半期純損益は連結・単独ともに損失。



 

売上高

 

：：【連結】1兆1,331億円（前年同期比-7.2% ）

 

, 【単独】1兆779億円（同-7.8% ）



 

経常損益

 

：：【連結】-627億円

 

（前年同期比-1,122億円） , 【単独】-717億円（同-1,030億円）



 

四半期純損益

 

：：【連結】-5,717億円

 

（前年同期比-5,663億円）,  【単独】-5,738億円（同-5,564億円）



 

自己資本比率

 

：：【連結】7.1%（前期末比-3.4ポイント）,       【単独】5.2%（同-3.7ポイント）

○ 2012年3月期の業績見通しについては、東北地方太平洋沖地震による被災の影響により、今後

 の需給の動向を見極めることが困難であることなどから、売上高・経常損益・当期純損益と

 もに未定とし、今後、業績見通しがお示しできる状況となった段階で、速やかにお知らせす

 ることとした。



The Tokyo Electric Power Company, Inc.  All Rights Reserved ©2011

業績概要（連結・単独） 2

（上段：連結、下段：単独） （単位：億円）
2012年3月期 2011年3月期

第１四半期 第１四半期 増減 比率(％)

(億kWh) 602 684 -83 87.9

（連） 11,331 12,216 -885 92.8
（単） 10,779 11,690 -910 92.2

11,851 11,587 264 102.3
11,400 11,167 233 102.1

-520 628 -1,149 -
-620 522 -1,143 -

11,590 12,511 -920 92.6
11,029 11,890 -861 92.8
12,218 12,016 201 101.7
11,746 11,578 168 101.5

-627 494 -1,122 -
-717 312 -1,030 -

5,032 571 4,460 -
5,030 566 4,463 -

-5,717 -54 -5,663 -
-5,738 -174 -5,564 -

7.1 18.0 -10.9 -
5.2 16.3 -11.1 -

-0.4 0.5 -0.9 -
-0.4 0.4 -0.8 -

-356.79 -4.04 -352.75 -
-357.77 -12.94 -344.83 -

自 己 資 本 比 率 (％)

Ｒ Ｏ Ａ (％)

比較

販 売 電 力 量

売 上 高

営 業 費 用

１ 株 当 た り 四 半 期 純 利 益 (円)

営 業 損 益

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 損 益

特 別 損 失

四 半 期 純 損 益
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（ 単位 ：億 k W h、 % ）

4 月 5月 6月 第 1四 半 期

206.6 21 1.0 223.9 6 41.5
(-15.8)    (-9.2)     (-11 .7)    (-1 2.3 )    

173.6 18 6.1 195.6 5 55.3
水 力 8.4 1 0.9 10.7 30.0
火 力 129.0 13 7.8 148.8 4 15.6
原 子 力 36.2 3 7.4 36.1 1 09.7

33.1 2 5.2 29.3 87.6
-0.1     -0 .3     -1.0     -1 .4      

注 ： （ 　 ） 内 は 対 前 年 伸 び 率 。

他 社

揚 水

発 受 電 計

自 社

2012 年 3月 期

（単位：億kWh、%）

4月 5月 6月 第1四半期

89.0 75.0 64.6 228.6
(-10.7)    (-12.2)    (-6.6)    (-10.1)    
80.5 67.2 57.4 205.1

(-10.6)    (-12.2)    (-6.2)    (-10.0)    
6.8 5.9 5.5 18.2

(-13.4)    (-13.9)    (-10.3)    (-12.7)    
1.6 2.0 1.6 5.2

(-7.1)    (-6.1)    (-5.3)    (-6.2)    
120.6 121.3 131.5 373.4
(-15.9)    (-11.7)    (-12.1)    (-13.2)    
48.6 46.5 51.0 146.2

(-20.4)    (-18.8)    (-18.1)    (-19.1)    
71.9 74.8 80.5 227.2

(-12.5)    (-6.6)    (-7.9)    (-9.0)    
209.6 196.3 196.1 601.9
(-13.8)    (-11.9)    (-10.4)    (-12.1)    

注：四捨五入にて記載。（　）内は対前年伸び率。

販 売 電 力 量 計

特 定 規 模 需 要 以 外

電 灯

低 圧

そ の 他

特 定 規 模 需 要

業 務 用

産 業 用 そ の 他

2012年3月期

32012年3月期第1四半期
 

販売電力量・発受電電力量

【2012年3月期第1四半期

 

実績】

○ お客さまの節電に対するご協力に加

 
え、東日本大震災の影響による生産活

 
動の落ち込みなどから、前年同期比

 
▲12.1%と前年割れ。

*2012年3月期通期見通しについては未定

発 受 電 電 力 量発 受 電 電 力 量

販 売 電 力 量販 売 電 力 量

【月間平均気温】 （単位：℃）

4月 5月 6月

今 年 13.8 18.1 22.5
前 年 差 2.0 -0.2 -0.5 
平 年 差 0.0 -0.1 1.1
注：当社受持区域内にある9地点の観測気温を、当該気象台に対応

     した当社支店の電力量規模 に応じて加重平均した平均気温。

＜参考＞
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42012年3月期第1四半期業績 （対前年度実績）

連結 単独 連結 単独 連結 単独

売 上 高 11,331 10,779 12,216 11,690 -885 -910
営 業 損 益 -520 -620 628 522 -1,149 -1,143
経 常 損 益 -627 -717 494 312 -1,122 -1,030
四 半 期 純 損 益 -5,717 -5,738 -54 -174 -5,663 -5,564

（単位：億円）

2012 年 3 月期

第1四半期実績
増　減

2011 年 3 月期

第1四半期実績

収支好転要因 （億円） 収支悪化要因 （億円） （億円）

・電気料収入の減 -882 -882

・地帯間・他社販売電力料の減 -63 -63
・その他収入の増 +84 84

・人件費の減 +155 155
経 ・燃料費の増 -903 -903

・修繕費の減 +315 315
常 ・減価償却費の減 +92 92

・購入電力料の増 -97 -97
費 ・支払利息の増 -10 -10

・租税公課の減 +64 64
用 ・原子力バックエンド費用の減 +35 35

・その他費用の減 +178 178
-1,030億円  

・渇水準備金取崩し +46 46

・原子力発電工事償却準備金 -2 -2

・特別損失の増 -4,463 -4,463
・法人税等の増 -114 -114

-5,564億円  
注：経常費用の差異要因は「経常費用の対前年度比較（単独）」P16～18参照。

＜収支実績比較（単独ベース）＞

経　　常　　損　　益

四　半　期　純　損　益

経
常
収
益

【参考】

燃調収入：11/3 1Q:▲1,190億円→12/3  1Q:▲800億円

・販売単価の上昇（11/3 1Q:15.99円/kWh→12/3 1Q:16.72円/kWh）

・販売電力量の減（11/3 1Q:684億kWh→12/3 1Q:602億kWh）
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今回（8月9日時点） 前回（5月20日時点） 今回（8月9日時点） 前回（5月20日時点）

602 ‐ ‐ ‐ ‐
114.99 - - - -

81.72 - - - -
98.3 - - - -
29.0 - - - -

【参考】

第1四半期 第2四半期累計期間 通期

販売電力量（億kWh） 684 1,507 2,934
全日本通関原油CIF価格（$/b） 81.31 78.38 84.16
為替レート（円/$） 92.02 88.92 85.74
出水率(%) 102.8 100.2 101.3
原子力設備利用率(%) 54.8 56.2 55.3

2011年3月期

今回（8月9日時点） 前回（5月20日時点）

‐ ‐ 150
- - 160
- - 15
- - 110
- - 110

注：「全日本通関原油CIF価格」「為替レート」「出水率」「原子力設備利用率」は、年間の燃料費への影響額

　　を、「金利」は支払利息への影響額をそれぞれ示している。

   通期見通し

第１四半期実績

（単位：億円）

第2四半期累計期間見通し 通期見通し

2011年3月期実績

【参考】　2012年3月期

販売電力量（億kWh）

為替レート（円/$）

出水率(%)

通期実績

　2012年3月期

金利(1%)

全日本通関原油CIF価格(1$/b)
為替レート(1円/$)
出水率(1%)
原子力設備利用率(1%)

原子力設備利用率(%)

全日本通関原油CIF価格（$/b）

【参考】2012年3月期第1四半期業績（主要諸元） 5

主 要 諸 元主 要 諸 元

影 響 額影 響 額
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東北地方太平洋沖地震による影響（特別損失・単独） 6

○災害特別損失
（単位：億円）

○福島第一原子力発電所１～４号機に関する費用・損失

○その他

・福島第一原子力発電所７・８号機の増設計画の中止に伴う損失

合　計　

○原子力損害賠償費
（単位：億円）

○精神的損害

○その他（就労損害、営業損害等）

＜就労損害＞

＜営業損害＞

合　計　

・避難等対象者の精神的苦痛に対する事故収束見込み期間までの損害見積額
－

・避難等対象区域内に住居又は勤務先がある勤労者の避難等指示等に伴う給与等減収見積額

・避難等対象区域内の農林漁業者・中小企業の避難等指示等に伴う逸失利益見積額

－

2011年

3月期

1,05310,175

6936,333

3,842 359

合　計
2012年3月期

第1四半期

・原子炉等の冷却や放射性物質の飛散防止等の安全性の確保等に要する費用・損失

・福島第一原子力発電所１～４号機の廃止に関する費用・損失

・福島第一原子力５・６号機及び福島第二原子力の原子炉の安全な冷温停止状態を維持する

ため等に要する費用・損失

4,201

7,027

・火力発電所の復旧等に要する費用・損失

・流通設備等の復旧や資機材の輸送に要する費用・損失など

11,228

2011年

3月期

2012年3月期

第1四半期
合　計

882 882

－ 3,977 3,977

3,094 3,094
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2007年度 2008年度 2009年度 2010年度
2011年度

第1四半期

【参考】
2010年度

第1四半期

LNG（万トン） 1,987 1,897 1,851 1,946 529 438

石油 （万kl） 999 863 437 475 76 68

石炭 （万トン） 346 310 354 302 22 70
注：月次消費実績については、当社ウェブサイトをご参照ください。　

        URL:http://www.tepco.co.jp/tepconews/pressroom/consumption-j.html
　　2011年度見通しについては未定。

【参考】燃料消費実績 7

燃 料 消 費 量 実 績燃 料 消 費 量 実 績

国 別 ・プロジェクト別受入実績国 別 ・プロジェクト別受入実績

うちスポットLNG分は約120万tうちスポットLNG分は約120万t

石 油 LNG 石 炭
原油 （単位：千kl） （単位：千t） （単位：千t）

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度

ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈ ｼ ｱ 1,846 1,642 901 1,259 ｱ ﾗ ｽ ｶ 582 523 422 418 ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ 3,498 3,054 3,384 2,915
ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｲ 142 － － 95 ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｲ 4,440 4,074 4,122 4,122 米 国 － － 40 －

中 国 － － － － ｱ ﾌ ﾞ ﾀ ﾞ ﾋ ﾞ 5,119 4,942 4,870 4,761 南 ｱ ﾌ ﾘ ｶ － － － －

ﾍ ﾞ ﾄ ﾅ ﾑ 123 157 45 － ﾏ ﾚ ｰ ｼ ｱ 4,690 4,091 3,862 3,874 中 国 － 35 － －

ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ 335 227 141 151 ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈ ｼ ｱ 161 107 109 166 ｶ ﾅ ﾀ ﾞ 83 45 － 87
ｽ ｰ ﾀ ﾞ ﾝ 744 569 157 70 ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ 484 964 281 352 ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈ ｼ ｱ － － － 48
そ の 他 108 139 79 38 ｶ ﾀ ｰ ﾙ 120 118 238 292 ﾛ ｼ ｱ － － － －

受 入 計 3,298 2,734 1,323 1,613 ﾀ ﾞ ｰ ｳ ｨ ﾝ 2,061 2,217 2,388 2,131 受 入 計 3,581 3,134 3,424 3,050
重油 （単位：千kl） ｶ ﾙ ﾊ ｯ ﾄ 754 685 757 561

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 ｻ ﾊ ﾘ ﾝ － － 1,807 2,069
受 入 計 6,718 5,975 3,055 3,002 ｽﾎﾟｯﾄ契約 2,006 2,342 723 2,042

受 入 計 20,417 20,063 19,579 20,788
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【参考】今夏の最大電力の動向 8

8月8日時点の今夏の最大電力は、8月8日 (月) 15時に発生した4,652万kW (東京地方の最高気

 
温：33.2℃) 。

昨年の同時期 (7月下旬から8月上旬) の同じような気温の時と比較すると約900万～1,000万kW 
低い水準にあり、この要因の大部分はお客さまによる節電へのご協力の影響と考えている。

計画停電の不実施を継続するため、引き続き供給力対策に万全を期す。

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 31日 1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日

(万kW)

10

15

20

25

30

35

40
(℃)最大電力(今年) 最大電力(前年) 東京地方最高気温(今年) 東京地方最高気温(前年)

前年最大電力

 
(5,999万kW)

今年7月最大

 
(4,627万kW)

☆ 7/9 (土)～8/8 (月) の最大電力需要実績 (対前年比較)

注) 前年実績は、今年の同週・同曜日に該当する日の実績で掲載

7月 8月

8/8現在今夏最大

 
(4,652万kW)
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東京電力福島第一原子力発電所・事故の収束に向けた道筋

 

進捗状況のポイント（1） 9

本年7月19日、事故の収束に向けた当面の道筋におけるステップ1の総括として、進捗状況に

 ついて公表。ステップ1の目標「放射線量が着実に減少傾向となっている」の達成を確認。

1.基本的考え方（変更なし）

原子炉および使用済燃料プールの安定的冷却状態を確立し、放射性物質の放出を抑制することで、避難され

 
ている方々のご帰宅の実現および国民の皆さまが安心して生活いただけるよう全力で取り組む。

2.ステップ1の総括

①【課題(1)原子炉】：「安定的な冷却」に到達



 

以下の状況から、「安定的な冷却」の目標に到達したと考え

 
ている。



 

原子炉圧力容器底部の温度が上昇傾向を示しておらず、

 
原子炉で発生している熱（崩壊熱）を安定的に除去で

 
きていること



 

処理施設が稼動して滞留水を増やさずに注水（循環注

 
水冷却）が出来ていること



 

注水の信頼性（異常時対策や複数の注水手段等）が確

 
保されていること



 

格納容器に窒素充填を行い、水素爆発が回避されてい

 
ること

②【課題(2)燃料プール】：「安定的な冷却」に到達（特に2、

 
3号機はステップ2目標の「より安定的な冷却」到達）



 

1号機は通常ラインによる注水を開始（5/29）。4号機も通

 
常ライン代替として外部注入設備を設置（6/17）し、「安

 
定的な冷却」に到達。



 

2、3号機は熱交換器による循環冷却を開始し、ステップ2 
の目標「より安定的な冷却」に到達(2号機5/31、3号機

 
6/30)。

③【課題(3)滞留水】：保管場所を確保し、処理施設運転開

 
始



 

処理施設は運転中。建屋内の滞留水を処理することにより、

 
環境への意図しない漏洩リスクを低減。



 

保管のためのタンクは順次増設中。



 

処理に伴い発生する放射能濃度の高い廃スラッジは適切に

 
保管。

④【課題(4)地下水】



 

サブドレンの放射線分析や水量管理を実施。



 

建屋内滞留水の減少に伴い、サブドレンを排出するため、

 
ポンプを順次復旧。

ステップ１期間でモニタリングポスト等が示す放射線量は減少

 
傾向。また、現在の放射性物質放出量評価を東京電力が実施。

 
これによる発電所敷地境界における被ばく線量評価は、最大で

 
も約1.7mSv/年（Cs134 、137、暫定値）であり、事故当初と

 
比較して十分に減少していることを確認。以上より、ステップ

 
１の目標「放射線量が着実に減少傾向となっている」の達成を

 
確認。

【出所】原子力災害対策本部

 

政府・東京電力統合対策室（2011.7.19）
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進捗状況のポイント（2） 10

ステップ2の目標についても、達成時期（今後3～6ヶ月）に変更はなし。循環注水冷却の継続・強化による

 
「冷温停止状態」への移行、滞留水処理施設の安定的な稼働による汚染水全体量の減少を中心に取り組ん

 
でいく。

2.ステップ1の総括（続き） 3. ステップ2の目標・達成時期



 

目標「放射性物質の放出が管理され、放射線量が大幅に抑え

 
られている」と達成時期（今後3ヶ月～6ヶ月）に変更なし。



 

【課題(1)原子炉】：循環注水冷却を継続し、圧力容器温度等

 
をしっかりと監視し、「冷温停止状態」に持ち込む。



 

【課題(2)燃料プール】：1、4号機の循環冷却システム設置

 
工事を進め、2、3号機と同様に循環冷却を目指す。



 

【課題(3)滞留水】：処理施設の安定稼動に努め、滞留水全体

 
量の減少を目指す。



 

課題(4)～(8)については、ステップ1までの取り組みを継続し、

 
放射線量を低減すると共に、引き続き現場の生活・職場環境

 
や健康管理等を充実させる。



 

【課題(9)放射線管理・医療】：ホールボディカウンタの増強、

 
月1回の内部被ばく測定、個人線量の自動記録化、作業員に

 
対する安全教育の充実、データベースの構築など長期的な健

 
康管理に向けた検討等、放射線管理強化を行う。患者搬送の

 
迅速化、予防医療などを含む産業衛生体制の確立等をはかる。



 

【中期的課題への対応】：政府は中期的安全確保の考え方を

 
策定。東京電力はこれに基づく計画を策定する。

⑤【課題(5)大気・土壌】



 

1号機原子炉建屋カバーの本体工事を実施中。

⑥【課題(6)測定・低減・公表】



 

モニタリングの範囲／サンプリング数を拡充し、測定及び公

 
表。



 

モニタリングポスト等が示す放射線量、海水の放射能濃度等

 
の値は減少傾向。



 

一方、発電所港湾内の海水の放射能濃度は依然として高いた

 
め、循環型海水処理装置を稼動し、除染を実施中。

⑦【課題(7)津波・補強・他】



 

地震対策として、4号機燃料プールに支持物の設置工事中。



 

津波対策として、仮設防潮堤を設置（6/30）。

⑧【課題(8)生活・職場環境】



 

現場休憩所、仮設寮を増設中。シャワーや食事等の生活環境

 
も改善。

⑨【課題(9)放射線管理・医療】



 

作業員の外部/内部被ばくの測定・評価を順次実施。ホールボ

 
ディカウンタ配置の増強中。



 

緊急被ばく医療の専門医師等が24時間常駐（複数化）、救急

 
医療施設を開設（5、6号機ｻｰﾋﾞｽ建屋内、7/1～）。



 

防衛省・防衛医科大学校より惨事ｽﾄﾚｽの専門家派遣。メンタ

 
ルヘルス対策実施中（7/10）



 

熱中症予防対策を実施中。

【出所】原子力災害対策本部

 

政府・東京電力統合対策室（2011.7.19）
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太字：前回からの追加点、☆印：報告徴収済
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・
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【出所】原子力災害対策本部

 

政府・東京電力統合対策室（2011.7.19）
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福島第一原子力発電所の現況 12



 

1～3号機では、原子炉内の燃料の冷却のため、滞留水の再利用による循環注水冷却を実施中。


 

2～4号機では、使用済燃料プール内の使用済燃料の冷却のため、仮設熱交換器を設置し、安定的な循環冷

 
却を開始した。



 

1～3号機のタービン建屋内に高レベル汚染水を確認。滞留水処理施設による処理を開始。


 

水素爆発防止のため、1～3号機格納容器内に窒素を注入している。


 

5、6号機は冷温停止状態で安定。

8月4日時点

※ 1、3、4号機は原子炉建屋上部に損傷あり。2号機は圧力抑制室の閉じ込める機能に異常がある可能性あり。5、6号機は水素ガス滞留防

 
止のため、原子炉建屋屋根部に穴あけを実施。

※ 1～3号機の炉心損傷状況の暫定的な解析では、燃料ペレットが溶解し、解析条件によっては圧力容器底部に移行したとの結果が得られ

 
た。しかし、1～3号機ともに原子炉への淡水注水により、原子炉圧力容器底部の温度は概ね100℃～130℃の範囲にあり、安定的に冷却

 
されている。

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機

「止める」 ○ ○ ○ 定期検査中 定期検査中 定期検査中

「冷やす」

原子炉

△

循環注水冷却

窒素ガス封入

△

循環注水冷却

窒素ガス封入

△

循環注水冷却

窒素ガス封入

－

燃料なし

○

冷温停止中

○

冷温停止中

プール

△

通常ラインから

 
の注水

〇

循環冷却

システム

〇

循環冷却

システム

〇

循環冷却

システム

○ ○

「閉じ込める」※

△

高レベル汚染水

 
確認

滞留水処理施設

 
による処理を

継続

△

高レベル汚染水

 
確認

滞留水処理施設

 
による処理を

継続

△

高レベル汚染水

 
確認

滞留水処理施設

 
による処理を

継続

△ ○ ○
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（単位：億円）

増減 比率(％)

11,331 12,216 -885 92.8

11,851 11,587 264 102.3

-520 628 -1,149 －

259 295 -35 88.0

持 分 法 投 資 利 益 104 136 -31 76.9

366 429 -62 85.4

-627 494 -1,122 －

-11 34 -46 －

2 － 2 －

5,032 571 4,460 －

59 -63 122 －

7 5 1 132.1

-5,717 -54 -5,663 －

2012年3月期

第1四半期

2011年3月期

第1四半期

比較

営 業 費 用

営 業 損 益

経 常 損 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

四 半 期 純 損 益

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

原子力発電工事償却準備金引当又は取崩し

損益計算書（連結） 13

前年同期に東京エネシスの

 

株式取得に伴う「負ののれ

 

ん」 発生益55億円を計上し

 

たことによる反動減

「資産除去債務に関する会計

 

基準」 適用に伴う特別損失

 

571億円

災害特別損失 1,055億円

原子力損害賠償費 3,977億円
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（単位：億円）

増減 比率(％)

11,029 11,890 -861 92.8

10,779 11,690 -910 92.2

10,573 11,521 -948 91.8

10,062 10,945 -882 91.9

電 灯 料 4,305 4,746 -440 90.7

電 力 料 5,757 6,199 -442 92.9

187 293 -106 63.8

86 44 42 195.8

236 238 -1 99.2

206 168 38 122.6

249 200 48 124.4

附 帯 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益

地 帯 間 販 売 電 力 料

他 社 販 売 電 力 料

そ の 他

2011年3月期

第1四半期

比較

経 常 収 益

電 気 料 収 入

売 上 高

電 気 事 業 営 業 収 益

2012年3月期

第1四半期

収益内訳（単独） 14
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（単位：億円）

増減 比率(％)

11,746 11,578 168 101.5

11,400 11,167 233 102.1

11,196 11,009 187 101.7

人 件 費 998 1,154 -155 86.5
燃 料 費 4,047 3,143 903 128.7
修 繕 費 621 937 -315 66.3
減 価 償 却 費 1,575 1,667 -92 94.5
購 入 電 力 料 1,771 1,673 97 105.8
租 税 公 課 864 929 -64 93.0
原 子 力 ﾊ ﾞ ｯ ｸ ｴ ﾝ ﾄ ﾞ 費 用 266 301 -35 88.3
そ の 他 1,053 1,202 -149 87.6

203 158 45 128.9

346 410 -64 84.3

326 316 10 103.3

19 93 -74 20.5

2012年3月期

第1四半期

2011年3月期

第1四半期

比較

経 常 費 用

支 払 利 息

そ の 他

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

附 帯 事 業 営 業 費 用

営 業 外 費 用

費用内訳（単独） 15



The Tokyo Electric Power Company, Inc.  All Rights Reserved ©2011

経常費用の対前年同期比較（単独）-1 16

人件費（1,154億円→998億円）
給料手当(805億円→732億円） -73億円 

退職給与金(113億円→60億円） -53億円 

数理計算上の差異処理額（27億円→-25億円）

燃料費（3,143億円→4,047億円）
消費量面

原子力発電電力量の減（原子力発電電力量207億kWh→110億kWh） +870億円 
　　　　　　 　　　　　　　　（原子力設備利用率54.8%→29.0%）
融通・他社受電の減（他社電源の震災停止による受電減など） +420億円 
水力発受電電力量の減など（出水率102.8％→98.3％） +40億円 
発受電電力量の減（発受電電力量731億kWh→641億kWh） -860億円 

価格面
燃料価格の上昇など（全日本原油CIF価格：$81.31/b→$114.99/b） +840億円 
為替レートの円高化（92.02円/$→81.72円/$） -410億円 

-155億円 

+903億円 

＜数理計算上の差異処理額＞ （単位：億円）

各期の費用処理額（引当額）　（Ｂ） 2012年3月期

発生額 2009年3月期 2010年3月期 2012年3月期 １Q未処理額

（Ａ） 処理額 処理額 （再掲） 処理額 １Q処理額 (A) － (B)

１Q処理額

2008年3月期発生分 1,001 333 333 － － －

2009年3月期発生分 681 227 227 56 227 － －

2010年3月期発生分 -350 － -116 -29 -116 -29 -87 

2011年3月期発生分 45 － － － 15 3 26

合　　計 516 444 27 125 -25 -61 

（注）「数理計算上の差異」は、発生年度から３年間で定額法により計上。

2011年3月期

株式市場低迷などに伴う
年金資産の運用収益悪化
など
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経常費用の対前年同期比較（単独）-2 17

修繕費（937億円→621億円） -315億円 
電源関係（411億円→237億円） -174億円 

水力（30億円→22億円） -7億円 

火力（199億円→172億円） -27億円 

原子力（179億円→40億円） -138億円 

新エネルギー等（2億円→1億円） -0億円 

流通関係（514億円→375億円） -139億円 

送電（56億円→27億円） -28億円 

変電（44億円→17億円） -26億円 

配電（413億円→330億円） -83億円 

その他（10億円→9億円） -1億円 

減価償却費（1,667億円→1,575億円） -92億円 
電源関係（692億円→625億円） -67億円 

水力（101億円→95億円） -5億円 

火力（324億円→292億円） -32億円 

原子力（266億円→236億円） -29億円 
新エネルギー等（0億円→0億円） +0億円 

流通関係（937億円→912億円） -24億円 
送電（431億円→422億円） -8億円 

変電（184億円→177億円） -7億円 

配電（321億円→313億円） -8億円 
その他（37億円→37億円） -0億円 

主な増減要因

配電：変圧器取替工事費用の減

　　　引込ヒューズ点検改修費用の減　など

主な増減要因

原子力：定期点検費用の減など

＜減価償却費の内訳＞

2011年3月期第１四半期 → 2012年3月期第１四半期

普 通 償 却 費 1,651億円　 1,568億円　

特 別 償 却 費 4億円　 6億円　

試運転償却費 10億円　 0億円　
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経常費用の対前年同期比較（単独）-3 18

購入電力料（1,673億円→1,771億円） +97億円 
地帯間購入電力料（432億円→564億円） +131億円 

他社購入電力料（1,241億円→1,206億円） -34億円 

租税公課（929億円→864億円） -64億円 
電源開発促進税（267億円→236億円） -31億円 
事業税（128億円→114億円） -13億円 

原子力バックエンド費用（301億円→266億円） -35億円 
使用済燃料再処理等費（233億円→236億円） +2億円 

使用済燃料再処理等準備費（21億円→5億円） -16億円 

原子力発電施設解体費（46億円→24億円） -22億円 

その他（1,202億円→1,053億円） -149億円 
固定資産除却費（132億円→86億円） -45億円 

普及開発関係費（57億円→27億円） -30億円 

附帯事業営業費用（158億円→203億円） +45億円 
エネルギー設備サービス事業（4億円→3億円） -0億円 

不動産賃貸事業（11億円→10億円） -0億円 

ガス供給事業（135億円→181億円） +45億円 

その他附帯事業（6億円→7億円） +1億円 

支払利息（316億円→326億円） +10億円 
期中平均利率の低下（1.71％→1.47％） -18億円 

有利子負債残高の影響による増（期末有利子負債残高 7兆4,659億円→8兆6,471億円） +29億円 

営業外費用－その他（93億円→19億円） -74億円 
雑損失（前年同期に株式の評価損を計上したことによる反動減等） -69億円 

主な増減要因

電源開発促進税：販売電力量の減少による減など

事業税：電気料収入の減少による減など

主な増減要因

使用済燃料再処理等準備費：原子力発電の減による引

                                    当減など

原子力発電施設解体費：原子力発電の減による引当減

                              など

主な増減要因

地帯間購入電力料：他電力からの応援融通などによ

　　　　　　　　　る増

他社購入電力料：震災による停止などによる減

主な増減要因

固定資産除却費：横須賀1･2号機や川崎1～6号機の除

　　　　　　　　却工事の減など

普及開発関係費：ＰＲ施設廃止に伴う運営費の減など

主な増減要因

ガス供給事業：販売数量の増加やLNG価格の上昇に伴

                   う原材料費の増加など
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貸借対照表（連結・単独） 19
（上段：連結、下段：単独） （単位：億円）

2012年3月期 2011年

第1四半期末 3月期末 増減 比率(％)
（連） 142,940 147,903 -4,963 96.6
（単） 137,527 142,559 -5,032 96.5

118,333 118,756 -422 99.6
114,478 115,303 -824 99.3

電 気 事 業 固 定 資 産 75,937 76,732 -795 99.0
附 帯 事 業 固 定 資 産 598 608 -10 98.3
事 業 外 固 定 資 産 62 55 7 113.4
固 定 資 産 仮 勘 定 7,110 7,002 107 101.5
核 燃 料 8,673 8,704 -30 99.6
投 資 そ の 他 の 資 産 22,096 22,198 -102 99.5

24,606 29,147 -4,540 84.4
23,048 27,256 -4,208 84.6

132,430 131,878 551 100.4
130,425 129,911 513 100.4
115,049 113,017 2,032 101.8
112,936 110,887 2,049 101.8

17,278 18,749 -1,471 92.2
17,385 18,912 -1,526 91.9

77 88 -11 86.8
77 88 -11 86.8
25 22 2 111.7
25 22 2 111.7

10,509 16,024 -5,514 65.6
7,102 12,648 -5,546 56.2

10,585 16,303 -5,717 64.9
7,123 12,862 -5,739 55.4
-491 -721 230 68.0

-21 -214 192 10.0
0 0 － 100.0
－ － － －

415 443 -28 93.7
－ － － －

（＊）固定資産の内訳は単独

87,704 90,241 -2,536 97.2
86,471 89,040 -2,568 97.1

7.1 10.5 -3.4 -
5.2 8.9 -3.7 -

固 定 資 産

新 株 予 約 権

比較

総 資 産

流 動 資 産

負 債

自 己 資 本 比 率 (%)

純 資 産

(連)その他 の包 括利 益累 計額
(単) 評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分

有 利 子 負 債 残 高

固 定 負 債

流 動 負 債

渇 水 準 備 引 当 金

株 主 資 本

原子力発電工事償却準備引当金

(＊)

2012年3月期

第1四半期末

2011年

3月期末

47,246 49,745
47,240 49,740
36,376 36,432
35,191 35,259
4,081 4,062

4,040 4,040

- - 
- - 

（注）上段：連結、下段：単独。

＜有利子負債残高の内訳＞
（単位：億円）

社   債

長期借入金

短期借入金

Ｃ   Ｐ

（連）

（単）
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【参考】社債償還スケジュール 20

社債償還予定額（2011年3月期末時点）

290
1,342

250

5,489
5,855

3,668

7,479

4,464 4,381

6,259

4,518

2,825

2,100

300

1,600

350
200 250

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
(年度)

(億円)

外債

国内債

23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 ～ 522011 2012   2013   2014  2015  2016  2017  2018  2019   2020  2021 2028  2029   2030    ～

 

20402011 2012   2013   2014  2015  2016  2017  2018  2019   2020  2021 2028  2029   2030    ～

 

20402011 2012   2013   2014  2015  2016  2017  2018  2019   2020  2021 2028  2029   2030    ～

 

20402011 2012   2013   2014  2015  2016  2017  2018  2019   2020  2021 2028  2029   2030    ～

 

2040

※2012年3月期第1四半期の償還額は2,500億円
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（単位：億kWh、%）

4月 5月 6月 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 通期 4月 5月 6月 第1四半期

245.5 232.4 253.4 731.3 889.3 752.7 793.2 3,166.5 206.6 211.0 223.9 641.5
(9.0)    (1.9)    (5.9)    (5.6)    (12.4)    (0.1)    (-2.0)    (4.0)    (-15.8)    (-9.2)    (-11.7)    (-12.3)    

205.8 189.4 209.4 604.6 759.6 615.8 660.7 2,640.7 173.6 186.1 195.6 555.3
水 力 10.9 12.7 11.9 35.5 35.1 21.8 20.3 112.7 8.4 10.9 10.7 30.0
火 力 123.9 109.2 128.7 361.8 504.5 384.1 439.1 1,689.5 129.0 137.8 148.8 415.6
原 子 力 71.0 67.5 68.8 207.3 220.0 209.9 201.3 838.5 36.2 37.4 36.1 109.7

40.8 45.2 46.1 132.1 143.8 140.0 136.7 552.6 33.1 25.2 29.3 87.6
-1.1     -2.2     -2.1     -5.4     -14.1     -3.1     -4.2     -26.8     -0.1     -0.3     -1.0     -1.4     

注：（　）内は対前年伸び率。

他 社

揚 水

発 受 電 計

自 社

2011年3月期 2012年3月期

（単位：億kWh、%）

4月 5月 6月 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 通期 4月 5月 6月 第1四半期

99.7 85.4 69.1 254.2 315.9 250.6 335.3 1,156.0 89.0 75.0 64.6 228.6
(8.7) (8.0) (1.1) (6.3) (18.3) (2.3) (3.6) (7.5) (-10.7)    (-12.2)    (-6.6)    (-10.1)    
90.0 76.5 61.3 227.8 275.9 226.3 304.2 1,034.2 80.5 67.2 57.4 205.1
(8.9) (8.3) (1.2) (6.5) (18.2) (2.5) (3.9) (7.6) (-10.6)    (-12.2)    (-6.2)    (-10.0)    
7.9 6.8 6.1 20.9 35.5 20.5 26.1 103.0 6.8 5.9 5.5 18.2

(8.7) (7.0) (0.9) (5.7) (21.8) (2.2) (1.4) (8.8) (-13.4)    (-13.9)    (-10.3)    (-12.7)    
1.8 2.1 1.7 5.6 4.5 3.7 5.1 18.8 1.6 2.0 1.6 5.2

(-0.4)    (0.4) (-0.7)    (-0.2)    (-2.0)    (-5.6)    (-2.9)    (-2.5)    (-7.1)    (-6.1)    (-5.3)    (-6.2)    
143.3 137.3 149.6 430.2 506.3 430.0 411.3 1,777.9 120.6 121.3 131.5 373.4

(6.0) (4.9) (4.4) (5.1) (8.4) (1.3) (-3.3)    (3.0) (-15.9)    (-11.7)    (-12.1)    (-13.2)    
61.1 57.3 62.3 180.6 230.8 179.9 182.2 773.6 48.6 46.5 51.0 146.2
(0.8) (-0.1)    (-1.2)    (-0.2)    (7.2) (-0.6)    (-3.2)    (1.1) (-20.4)    (-18.8)    (-18.1)    (-19.1)    
82.2 80.0 87.3 249.6 275.4 250.2 229.1 1,004.3 71.9 74.8 80.5 227.2
(10.2) (8.8) (8.7) (9.2) (9.3) (2.7) (-3.5)    (4.5) (-12.5)    (-6.6)    (-7.9)    (-9.0)    

243.0 222.7 218.7 684.5 822.1 680.6 746.7 2,933.9 209.6 196.3 196.1 601.9
(7.1) (6.1) (3.3) (5.5) (12.0) (1.7) (-0.4)    (4.7) (-13.8)    (-11.9)    (-10.4)    (-12.1)    

注：四捨五入にて記載。（　）内は対前年伸び率。

特 定 規 模 需 要

業 務 用

産 業 用 そ の 他

2011年3月期 2012年3月期

販 売 電 力 量 計

特 定 規 模 需 要 以 外

電 灯

低 圧

そ の 他

【参考】販売／発受電電力量の月別推移 21

販 売 電 力 量販 売 電 力 量

発 受 電 電 力 量発 受 電 電 力 量
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【参考】大口電力の状況 22



 

2012年3月期第1四半期の大口販売電力量は、東日本大震災による生産設備の被害やサプライチェーンの寸断

 
に加え、お客さまの節電へのご協力などから、前年同期比 ▲8.5%と前年割れ。

【大口業種別販売電力量の対前年増加率の推移】 （単位：%）



 

大口電力カーブは、本年3月、東日本大震災の影響により電力量の伸びが大幅に落ち込み、16ヶ月ぶりに電力量の伸

 
びが契約電力の伸びを下回った。以降、6月まで4ヶ月連続で電力量の伸びが契約電力の伸びを下回っている。

【大口電力カーブ】

（年月）

（%） 16ヶ月ぶりに

 
マイナスへ

※シャドー部分は景気後退期

 
（今回局面は暫定）

自売計電力量（電力会社の販売＋自家発）

契約電力

4月 5月 6月 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 通期 4月 5月 6月 第1四半期

紙パルプ 9.6 -0.0 6.3 5.2 7.0 6.3 3.5 5.6 0.9 1.2 -3.7 -0.6 
化　学 9.6 16.2 10.3 12.0 12.2 2.6 -4.2 5.5 -15.2 -3.0 0.6 -5.7 

窯業土石 8.5 3.9 7.4 6.6 2.3 -1.5 -5.5 0.3 -10.0 -2.7 -3.5 -5.4 
鉄　鋼 37.2 37.5 35.5 36.7 13.2 17.5 10.4 18.9 2.6 13.0 -5.3 3.2

非鉄金属 20.8 11.4 6.4 12.5 9.3 3.9 -6.3 4.7 -15.5 -3.8 -4.5 -7.9 
機　械 19.1 13.4 13.4 15.2 14.7 4.0 -6.2 6.7 -16.7 -9.2 -10.0 -12.0 

そ の 他 2.9 2.4 3.4 2.9 6.1 0.1 -5.1 1.2 -13.4 -9.8 -9.7 -10.9 
大口合計 10.8 9.3 9.2 9.8 9.3 3.1 -3.7 4.6 -12.4 -5.7 -7.5 -8.5 

【参考】10社計 15.2 12.4 12.0 13.1 10.7 5.3 1.2 7.5 -6.2 -3.3 -2.8 -4.1 
 注： 10社計の6月、第1四半期実績は速報値。

2011年3月期 2012年3月期
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‐投資‐

電気事業遂行に必要不可欠なもの

 
を除き不実施

‐費用‐

あらゆる費用を徹底的に抑制

・修繕費：減価償却費とあわせ▲1,800

億円程度

・諸経費：▲1,700億円程度

・人件費：▲540億円程度

・その他燃料費等：▲1,000億円程度

23

‐不動産‐

電気事業遂行に必要不可欠なもの

 
を除き売却

・厚生施設（体育･宿泊施設等）を全廃

・事務所建物･ＰＲ施設等の売却を検討

‐有価証券、国内外の各事業‐

電気事業の遂行に必要不可欠なも

 
のを除き原則売却・撤退

‐社内組織‐

業務見直しを踏まえた組織改編を

 
検討・実施

・ [販売営業本部]→[お客さま本部]

に改組、[生活ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ]を廃止

・新事業開発部を廃止

・更なる組織改編を検討

‐ｸﾞﾙｰﾌﾟ体制‐

電気事業に必要不可欠なもの以外

 
の事業を大幅に縮小・再編

‐人員‐

原子力事故の収束や、事故によりご迷

 
惑をおかけしている皆さまへの対応等

 
に必要となる人員（約5,000人）をグ

 
ループ全体で確保。こうした業務の状

 
況を見極めた上で、人員削減の実施も

 
検討。平成24年度採用は中止。

資産の売却

可能なものから速やかに売却

 を進め、6,000億円以上の資

 金を確保

投資・費用の削減

5,000億円以上の費用を削減

（平成23年度）

組織・ｸﾞﾙｰﾌﾟ体制・人員スリム化※

あらゆる業務を抜本的に簡素化・効率

 
化するとともに、当社グループ全体で

 
の本社等の管理間接機能を徹底的にス

 
リム化

※組織･ｸﾞﾙｰﾌﾟ体制･人員のスリム化は、年内に詳細を取りまとめ、お示しする予定。

【参考】合理化方針

<参考>

第1四半期の合計売却額：約115億円
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引頭 麻実氏（株式会社大和総研執行役員）

葛西 敬之氏（東海旅客鉄道株式会社代表取締役会長）

○下河辺 和彦氏 （弁護士）

松村 敏弘氏（東京大学社会科学研究所教授）

吉川 廣和氏（ＤＯＷＡホールディングス株式会社 代表取締役会長）

（○:委員長）

 

【出所】2011年6月16日

 

内閣官房発表資料

○８月～９月

・主要論点について検討し、方向付けを行う。

論点１：保有資産の洗い出しと売却資産の特定（特に電気事業以外について）

論点２：設備投資、資材・燃料・サービス調達等の検証と高コスト構造の改善策

論点３：料金制度あるいはその運用の妥当性の検証と改善案

論点４：卸市場の競争強化の必要性検証と改善案、スマートメーター等への適切な投資の検証と改善案

論点５：東京電力の長期的なあり方

・上記論点以外の論点も含めデューディリジェンスの進捗を踏まえてタスクフォース事務局より報告を受け、

 
追加調査等について指示を行う。

・本委員会に加えて、非公式な意見交換を適宜実施する。

○９月中下旬

・委員会報告書のとりまとめ

 

【出所】2011年7月28日

 

内閣官房発表資料

24【参考】

 
「東京電力に関する経営・財務調査委員会」について

委員名簿委員名簿

主要論点及び今後の進め方主要論点及び今後の進め方
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【参考】全日本通関原油・一般炭・LNG価格の推移 25

*2011年6月は速報値

原油

LNG
(右目盛り)

一般炭

（年/月）
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【参考】福島第一原子力発電所の

現状と取り組み
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福島第一原子力発電所事故の概要 26

原子炉建屋 使用済燃料貯蔵プール

原子炉
格納容器

原子炉

閉じ込める閉じ込める

5重の壁によって、原子

 
炉建屋内の放射性物質が

 
外部に出ないようにする

止める止める

核分裂反応を起こす中性

 
子の働きを抑制するため

 
の制御棒を全て挿入して、

 
原子炉を停止させる

概略図

消防車、仮設ポンプ等

 
により注水

冷やす冷やす

原子炉水および使用済燃

 
料プール水の温度を下げ、

 
低温に維持する



 

地震発生と同時に全制御棒が自動的に挿入され、原子炉の核分裂反応の停止により「止め

 る」機能は確保した。


 

地震により送電線が損傷し外部電源が途絶え、非常用発電機が起動したが、津波の浸水によ

 り、全ての電源を喪失。


 

全電源喪失により、原子炉と使用済燃料プールの「冷やす」機能を喪失。


 

タービン建屋内に高レベルの放射性汚染水を確認、「閉じ込める」機能が損なわれている。

圧力抑制室

8月4日時点
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【参考】循環注水冷却のイメージ

集中廃棄物処理施設に移送・貯蔵した滞留水を処理し、原子炉への注入水に利用。
6月27日より循環注水冷却を開始。累積処理量は約40,090トン*（暫定値）。

 

*8月7日10時時点

配管
P 主要なポンプ

熱交換器、水処理施設

P P

圧力抑制室

原子炉
圧力
容器

原子炉
格納容器

タービン建屋

蒸気タービン

復水器

追設タンク

原子炉建屋

集中廃棄物処理建屋

除染装置

遠心分離装置

スラッジ

処理槽

沈降槽

処理槽

スラッジの再循環

油分・テクネ

 
チウムを除去

 
する吸着塔

セシウム

 
を除去す

 
る吸着塔

ヨウ素を

 
除去する

 
吸着塔

油分離

 装置

セシウム吸着装置

P

P

タンク

淡水化装置
(逆浸透膜方式)

27
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【参考】政府の原子力損害への賠償指針と補償金のお支払い



 

当社は、政府の原子力損害賠償紛争審査会（以下、紛争審査会）がこれまでに決定した原子力損

 害の範囲の判定等に関する第一次指針、第二次指針、第二次指針追補に基づき、避難を余儀なく

 されている方々、農林漁業者、中小企業者等を対象として、仮払補償金のお支払いをすすめてい

 
る。現時点での仮払い総額は、702億円程度*。

 

*2011年8月5日時点



 

去る8月5日、紛争審査会は今回の事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針を公表。

 既に公表済みの上記指針を網羅し、賠償すべき損害と認められる一定の範囲の損害類型を示した。



 

中間指針の決定をうけ、当社は確定する損害に対する補償を早期に開始すべく準備を進める。今

 
後の補償の方針について8月下旬に公表し、10月中の本補償開始を目指す。

28

＜中間指針において対象とされている主な損害＞
【政府による避難等の指示等に係る損害】


 

検査費用（人・物）、避難費用、一時立入費用、帰宅費用、生命・身体的損害、精神的損害（避難対象

 
者が受けた精神的苦痛）、営業損害

 

など

【政府による航行危険区域等及び飛行禁止区域の設定に係る損害】


 

航行危険区域、飛行禁止区域の設定に伴う、漁業、内航海運業、旅客船事業、航空運送事業等の営業損

 
害、就労不能等による損害

【政府等による農林水産物の出荷制限指示等に係る損害】


 

農林漁業者その他の事業者の出荷制限等による営業損害、就労不能等による損害、検査費用

【風評被害】


 

事故により生じた買い控え等による農林漁業・食品産業における損害


 

宿泊などの解約、予約控え等によるホテル・旅館などの宿泊関連産業や、レジャー施設・旅客船等の観

 
光産業などの損害



 

買い控え、取引停止等による製造業・サービス業等の損害


 

日本から輸出品の輸入拒否などの輸出に係る損害

【その他の損害】


 

間接被害、放射線被曝による健康状態悪化に対する損害、地方公共団体等の損害等
【出所】文部科学省 原子力損害賠償紛争審査会公表資料（2011.8.5）
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【参考】原子力損害賠償支援機構法について 29

東京電力福島原子力発電所の事故によって、住民や事業者の方々に大きな損害が発生している。

 政府として、①被害者への迅速かつ適切な損害賠償のための万全の措置、②東京電力福島原子力

 発電所の状態の安定化・事故処理に関係する事業者等への悪影響の回避、③電力の安定供給の3 
つを確保するため、国民負担の極小化を図ることを基本として、損害賠償に関する支援を行う。



 

現時点で事故が収束しておらず、賠

 
償総額の見通しが立っていない。



 

東京電力による被害者への完全な損

 
害賠償が速やかになされるよう体制

 
の整備が不可欠。



 

東京電力は、必要な設備投資や燃料

 
調達等の継続、事故収束への対応が

 
資金繰りの面で困難な状況。

課題



 

巨額の損害賠償が生じる可能性を踏まえ、原子力事業者が損害賠償の支払

 
等に対応するため、①原子力事業者は「相互扶助」の考え方に基づき、そ

 
れぞれ資金を拠出しあって備え、②必要な場合には政府が損害賠償の支払

 
等に係る援助を行う仕組みを構築する。



 

機構は、東京電力による事故収束費用や電力の安定供給のための設備投資

 
等についても融資等の資金援助を行う。

新たな支援措置の概要

機構を通じた支援によって、原子力損害賠償法上の賠償責任を有する事業者
において、迅速かつ適切な賠償の実施が滞ることのないよう万全を期す。

金融機関

被害者・被害事業者

機構（新設）

資金の交付等

特別負担金

一般負担金

東京電力

原子力事業者（電力会社等）

相互扶助の仕組み
賠
償

請
求

被害者からの賠償相談窓口の

 
設置等賠償実施の円滑化

政府
機構は、東京電力による事故収束費用や電力の安定供給のための設

 
備投資等についても融資等の資金援助を行い、東京電力福島原子力

 
発電所の状態の安定化と電力の安定供給に万全を期す。

援助（交付国債）国庫納付

融資等

返済

政府保証

【出所】2011.7.1 経済産業省ホームページ
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【参考】原子力損害賠償支援機構法について（修正の概要） 30

原子力損害賠償支援機構法案は、与野党間協議により修正され、7/28に衆議院、8/3に参議院で可決、成立。

【修正法案のポイント】

（国の責務）

国は、これまで原子力政策を推進してきたことに伴う社会的な責任を負っていることに鑑み、原子力損害賠

 
償支援機構が前条の目的を達することができるよう、万全の措置を講ずるものとする。（第二条）＜新設＞

（利害関係者への協力）

機構は、特別事業計画を作成しようとするときは、（中略）当該原子力事業者による関係者に対する協力* 
の要請が適切かつ十分なものであるかどうかを確認しなければならない。（第四十五条）

 

＜下線部追加＞

（資金の交付）

政府は、（中略）国債の交付がされてもなお当該資金交付に係る資金に不足を生ずるおそれがあると認める

 
ときに限り、当該資金交付を行うために必要となる資金の確保のため、予算で定める額の範囲内において、

 
機構に対し、必要な資金を交付することができる。（第五十一条）

 

＜新設＞

（検討）

政府は、法律の施行後できるだけ早期*に、（中略）賠償法の改正等の抜本的な見直しをはじめとする必要

 
な措置を講ずるものとする。（附則第六条第一項）

 

＜新設＞

政府は、この法律の施行後早期*に、（中略）当該資金援助を受ける原子力事業者と政府及び他の原子力事

 
業者との間の負担のあり方、当該資金援助を受ける原子力事業者の株主その他の利害関係者の負担のあり方

 
等を含め、（中略）必要な措置を講ずるものとする。（附則第六条第二項）

 

＜新設＞

*「できるだけ早期に」は一年、「早期に」は二年を目途とすると認識されている。（附帯決議）

*「当該原子力事業者の株主その他の利害関係者に対し、必要な協力を求めなければならない。」（附則第三条第二項）

（財務諸表等）

機構は、負担金について、原子力事業者ごとに計数を管理しなければならない。（第五十八条）

 

＜新設＞

（機構による原子力損害の賠償の支払等）

機構は、（中略）当該原子力事業者に係る原子力損害の賠償の全部又は一部の支払を行うことができる。

 
（第五十五条第一項）

 

＜新設＞
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【参考】福島原子力事故調査委員会の設置 31



 

事故の当事者として徹底した事故の調査・検証を行い、今後の事業運営に反映させるため、本

 年6月11日付けで、当社内に 「福島原子力事故調査委員会」（以下事故調査委員会）を設置。



 

また、事故調査委員会での調査結果について、専門的見地や、第三者としての立場から検証す

 る、社外有識者で構成される「事故調査検証委員会」を「原子力安全・品質保証会議」 *の下

 に同日付で設置。


 

当面は中間報告書を年内を目途として取りまとめる予定。

【福島原子力事故調査委員会】

委員長

 

山崎副社長

委員

 

武井副社長

山口常務

内藤常務

計8名

オブザーバー 計11名

調査内容の諮問

【事故調査検証委員会】

委員長

 

矢川元基氏（東京大学名誉教授）

委員

 

犬伏由利子氏（消費科学連合会副会長）

河野武司氏（慶応義塾大学教授）

高倉吉久氏（東北放射線科学センター理事）

首藤伸夫氏（東北大学名誉教授）

中込秀樹氏（弁護士）

向殿政男氏（明治大学教授）

* 原子力安全と品質保証に関する取り組みについて、有識者・専門家による総合的な審議を目的として、半年毎に開催している会議（2002年設置）

第三者としての意見

・調査報告書の取りまとめ、公表。（年内を目途とした中間報告書のとりまとめ）
・適宜、課題・テーマ毎に検証できたものの報告、公表

【当社】

【参考】

政府においても、今回の事故を調査・検証するため、「東京電力福島原子力発電所における事故調

 
査・検証委員会」を政府内に設置（本年5月24日閣議決定）。委員長は畑村洋太郎東京大学名誉教授。
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【参考】柏崎刈羽原子力発電所の現状と

今後の取り組み
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柏崎刈羽原子力発電所の復旧等の進捗状況 32

※1 他号機との共用設備のみを対象とした計画書を2008年3月7日に提出し、共用設備以外の設備を含めた計画書改訂版を2008年4月14日に提出。
※2 報告書提出時点では点検が実施できない以下のものを除く。

・燃料が炉内に装荷された状態で実施する作動・漏えい試験等
・主タービン復旧後でなければ実施できない作動・漏えい試験等

※3 1号機は2010年8月に営業運転を再開。2011年8月6日より定期検査中。

項 目 1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機 7号機

建
物
・

構
築
物

点検・評価計画書提出
（初版提出日）

提出済

 
(08.07.18)

提出済
(08.09.18)

提出済
(08.07.18)

提出済
(08.09.18)

提出済
(08.09.18)

提出済
(08.05.20)

提出済
(08.02.25)

点検・評価
報告書提出報告書提出
(09.12.22) 実施中

報告書提出報告書提出

 
(11.01.07) 実施中

報告書提出報告書提出

 
(10.05.21)

報告書提出報告書提出
(08.12.25)

報告書提出報告書提出
(08.09.01)

設
備

点検・評価計画書提出
（初版提出日）

提出済

 
(08.02.06)

提出済
(08.05.16)

提出済
(08.04.14)

提出済
(08.05.16)

※1

提出済
(08.04.14)

提出済
(08.03.07)

提出済
(07.11.27)

機器単位の
点検・評価

報告書提出報告書提出

 
(10.02.19) 実施中 実施中 実施中

報告書提出報告書提出

 
(10.06.09)

報告書提出報告書提出
(09.01.28)※2 

(09.06.23)

報告書提出報告書提出
(08.09.19)※2 

(09.02.12)

系統単位の
点検・評価

報告書提出報告書提出

 
(10.02.19) 実施中

報告書提出報告書提出

 
(10.06.09)

報告書提出報告書提出
(09.06.23)

報告書提出報告書提出
(09.02.12)

プラント全体の
機能試験・評価

報告書提出報告書提出

 
(10.07.07)

報告書提出報告書提出
(11.01.24)

報告書提出報告書提出
(09.10.01)

報告書提出報告書提出
(09.06.23)

耐震安全性の確認
報告書提出報告書提出
(10.03.24) 実施中 実施中 実施中

報告書提出報告書提出

 
(10.06.09)

報告書提出報告書提出
(09.05.19)

報告書提出報告書提出
(08.12.03)

耐 震 強 化 工 事
完了

 
09.01～

 
09.12

実施中

 
09.06～

完了

 
08.11～

 
11.01

実施中

 
09.05～

完了

 
09.01～

 
10.01

完了
08.07～

 
09.01

完了

 
08.06～

 
08.11

設
備
健
全
性
の
評
価

耐
震
安
全
性
向
上

現 在 の 運 転 状 況 定期検査中※3 定期検査中 定期検査中 定期検査中 営業運転中 営業運転中 営業運転中
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【設備健全性の評価】各号機の進捗状況 33

上記の基本点検は、国へ提出した「点検・評価計画書」に基づき実施しているものである。

これ以前に、全ての号機において、原子炉内など重要機器について目視による点検を実施し

 ており、異常が無いことを確認している。

◆

 
基本点検の進捗状況（機器単位の点検・評価）

－各設備の特徴に応じて、地震による影響を点検・試験等によって確認。

目視点検

 

：損傷有無を目視により確認

作動試験

 

：ポンプの作動状態における流量、振動、温度に関する異常有無の確認

 

など

機能確認試験：計器類の電気特性や動作の確認

 

など

漏えい試験

 

：配管や弁に所定圧力を加え、漏えい有無を確認

 

など

2011.7.11現在

点検完了機器数／点検対象機器数

 

［点検対象機器数は概数］

（進捗率%）

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機 7号機

基
本
点
検
機
器

目視点検
2,001/2,001

（完了）

1,410/1,590
(89%)

1,580/1,580
(100%)

1,560/1,680
(93%)

1,963/1,963

（完了）

1,538/1,538

（完了）

1,362/1,362

（完了）

作動試験

機能確認試験

1,461/1,461

（完了）

820/1,170
(70%)

1,160/1,160
(100%)

990/1,300
(76%)

1,498/1,498

（完了）

1,144/1,144

（完了）

1,001/1,001

（完了）

漏えい試験
1,014/1,014

（完了）

350/730
(47%)

690/700
(99%)

330/650
(51%)

841/841

（完了）

719/719

（完了）

616/616

（完了）
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【耐震安全性向上への取り組み】耐震強化工事

◆

 

重要な設備に対し、必要に応じて耐震安全性向上のための強化工事を実施。

◆ 現時点で予定・実施している工事スケジュール

 

注：準備工事を除く

◆ 上記以外の設備についても耐震安全性の評価を行い、必要に応じて工事を実施。

2010年 2011年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2号機

配管等サポート

原子炉建屋屋根トラス

排気筒

 

(1号機との集合排気筒)

原子炉建屋天井クレーン

燃料取替機

3号機

(完了)
配管等サポート

原子炉建屋屋根トラス

排気筒

原子炉建屋天井クレーン

燃料取替機

4号機 配管等サポート

原子炉建屋屋根トラス

排気筒

原子炉建屋天井クレーン

燃料取替機

1号機

5号機

6号機

7号機

(完了)

配管等サポート 1号機：09.07-09.12、5号機：09.04-09.12、6号機：08.07-09.01、7号機：08.06-08.11 （年月）

原子炉建屋屋根トラス 1号機：09.01-09.07、5号機：09.01-09.05、6号機：08.09-08.10、7号機：08.07-08.09 （年月）

排気筒 1号機：09.07-09.12、5号機：09.06-10.01、6号機：08.09-08.10、7号機：08.09-08.10 （年月）

原子炉建屋天井クレーン 1号機：09.06-09.10、5号機：09.05-09.08、6号機：08.10-09.01、7号機：08.09-08.10 （年月）

燃料取替機 1号機：09.01-09.10、5号機：09.04-09.09、6号機：08.08-09.01、7号機：08.08-08.11 （年月）

非常用取水路（1号機のみ） 1号機：09.02-09.12 （年月）

* は工事完了を示す

（2008年11月～2009年7月）
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（2009年5月～9月）

（2009年6月～8月）

（2009年7月～12月）

（2009年7月～）

（2009年7月～）

（2009年12月～）

（2009年11月～）

（2009年10月～）
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火力発電総合単価（2012年3月期第1四半期実績）

 

＠9.5円/kWh

－ ）

 
核燃料費・ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用

 
＠1円/kWh

代替電源単価（原子力発電1kWh分を火力発電で賄った場合）

 

＠8.5円/kWh
（注）震災後は供給力にキャップがあり節電のお願いをしているなど、原子力発電所の停止プラント分を他電源で代替しているとは言い難いことから、お

 
示しできる代替電源コストはないものの、原子力発電の供給力を火力発電で賄ったものとして一定の前提を置いて代替電源単価を試算。

（単位：億円）
2008年3月期 2009年3月期 2010年3月期

通期実績 通期実績 通期実績

影響額合計 6,150 6,490 2,500

燃料費等

燃料費・購入電力料等の増（注）

核燃料費・原子力バックエンド費用の減

復旧費用等

特別損失（災害特別損失等)

その他（休止火力立上げ費用等）

発電電力量（柏崎刈羽原子力発電所分） （単位：億kWh）

計画

実績

差引 400 500 350

原子力設備利用率（％）　（当社全体） 44.9 43.8 53.3
注：「燃料費・購入電力料等の増」には、福島第一・第二原子力発電所によって代替したことによる核燃料費などの費用増を含む。

150
500

-
500

7525

100
500

－

-400 -500 -350
1,950 640 －

－5651,925

4,200 5,850 2,500
2,8506,3504,600

[参考] 柏崎刈羽原子力発電所停止による影響

2011年3月期通期実績

 

柏崎刈羽原子力発電所の発電電力量：298億kWh
当社全体の原子力発電所設備利用率：55.3%

代 替 電 源 単 価代 替 電 源 単 価
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【参考】柏崎刈羽原子力発電所における緊急安全対策の実施



 

津波の影響で3つの機能（交流電源を供給する全ての設備の機能、海水を使用して原子炉施

 設を冷却する全ての設備の機能及び使用済燃料プールを冷却する全ての設備の機能）が喪失

 した場合においても、炉心や使用済燃料の損傷を防止できるよう、緊急安全対策を完了。

36

（1）緊急点検

①安全上重要な設備の定例試験等による確認

②緊急時対応のための機器及び設備の点検

（2）緊急時対応計画の点検及び訓練の実施

①緊急時の対応計画（マニュアル）の整備

②緊急時を想定した訓練の実施

（4）緊急時の最終的な除熱機能の確保
①原子炉の注水・冷却機能強化（消防車の配備等）
②淡水水源の確保
③原子炉格納容器の減圧に使用する空気作動弁

に、窒素を供給する機能の確保
④可搬式の水中ポンプによる除熱機能の確保

（3）緊急時の電源確保

①全交流電源喪失時に電源車等による
電源の供給手順の策定

②必要となる電源車や機器類の配備

（5）緊急時の使用済燃料プールの冷却確保
①注水・冷却を継続するための代替注水の手順の策定
②必要となる資機材の配備

外部扉の防水化 建屋貫通口の防水化

（6）発電所の構造などを踏まえた当面必要となる対応策の実施

①安全上重要な設備が設置されている建屋の防水性の改善

②構内道路等のアクセス性を確保するための重機類の配備

（瓦礫撤去・除雪車）

③

①
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

 

津波による浸水を防止し、更なる安全性を確保するため、以下の対策を進めていく。

Ⅰ．防潮堤の設置
• 発電所構内の海岸前面に防潮堤を

 
設置し、津波の浸入・衝撃を回避

 
して敷地内の軽油タンクや建物・

 
構築物等を防御する。

（擁壁イメージ）

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（4）代替水中ポンプ及び代替海水熱

交換器設備の配備
• 代替の水中ポンプ等を配備し、海水系の

 
冷却機能が喪失した場合においても残留

 
熱除去系を運転できるようにする。

海水

原
子
炉
建
屋
等
へ

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる

 
強化等

（5）原子炉建屋トップベン
ト設備の設置

• トップベント設備を設置して、

 
原子炉建屋内での水素の滞留

 
を防止する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強

 
化等

（1）水源の設置
• 発電所敷地構内に緊急時の水源と

 
なる淡水の貯水池を設置し、原子

 
炉や使用済燃料プールへの冷却水

 
の安定的な供給を確保する。

Ⅱ．建屋への浸水防止
（1）防潮壁の設置

• 安全上重要な機器が設置されている原子

 
炉建屋に防潮壁を設置し、津波による電

 
源設備や非常用ディーゼル発電機などの

 
浸水を防ぎ、発電所の安全性を確保する。 Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化

 

等
（7）高台への緊急時用資機

材倉庫の設置
• 高台に緊急時用資機材倉庫を設

 

置し、津波により緊急時に必要

 

な資機材の喪失を防止する。

Ⅱ．建屋への浸水防止
（2）原子炉建屋等の水密扉化
•原子炉建屋やタービン建屋、熱交

 

換器建屋の扉を水密化することに

 

より、建屋内の機器の水没を防止

 

する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（2）ガスタービン発電機車等の追加

配備
• 大容量ガスタービン発電機車等を追

 

加配備して、全ての交流電源を喪失

 

した場合でも、電源供給を行い残留

 

熱除去系ポンプを運転できるように

 

する。
（3）緊急用の高圧配電盤の設置と原

子炉建屋への常設ケーブルの布設
• 緊急用の高圧配電盤を設置するとと

 

もに、原子炉建屋への常設ケーブル

 

を布設することにより、全交流電源

 

喪失時における電源供給ラインを常

 

時確保し、残留熱除去系ポンプ等に

 

電力を安定供給できるようにする。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化

 

等
（6）環境モニタリング設備等の増

強

• 緊急時の情報収集に万全を期す

 

ため、発電所周辺の放射線量を

 

継続的に計測するため、モニタ

 

リングカーの追加配備を行う。
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